











































































































11）前掲、（柳澤、2004 年 a）97 頁。
12）前掲、（柳澤、2009 年）52 頁。

























































































1912 年 12 月 11 日付の書簡の中で、シアトルの移民局では集団結婚式はもう既
に行なわれていないこと、それぞれの宗教に従って各々で挙式をしていることを
明らかにしているが、ハワイでも同年、日系新聞が集団結婚式を非難する記事を

















































「日米紳士協約」は、1907 年から 1908 年にかけて日米両国政府間で合意された
覚書である。「日本政府は再渡航者並びにアメリカ本土在住者の両親および妻子� � � � � � � � � � � � � � � � �






































嫁を見つけ、正式に婚約して結婚するには 1 ヵ月以上を要したのである 36）。
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年 全日系人口 男性 女性 未婚女性 割合 既婚女性
1900 24,326 23,341 985 575 2.4％ 410
1910 72,157 63,070 9,087 3,506 4.9％ 5,581
1920 111,010 72,707 38,303 16,110 14.5％ 22,193
1930 138,834 81,775 57,059 33,129 23.9％ 23,930
出典：柳澤幾美「「写真花嫁」は「夫の奴隷」だったのか──「写真花嫁」たちの語りを中心に」島田法子編著『写真花嫁・戦争
花嫁のたどった道──女性移民史の発掘（日本女子大学叢書7）』明石書店、2009年、50頁。
原典：U. S. Department of Commerce, Bureau of the Census, Fifteenth Census of the United States: 1930, Poplulation, Vol.Ⅱ,
(Washington: Goverment Printing Office,1933) より作成。
表2　「写真花嫁」上陸数




1915 823 150 973
1916 486 144 630
1917 504 206 710
1918 520 281 801
1919 668 267 935
1920 697 697





年 1915 1916 1917 1918 1919* 計館名 （大正4） （大正5） （大正6） （大正7） （大正8）
サンフランシスコ 736 508 660 699 469 3,072
ロサンゼルス 160 308 232 344 286 1,330
シアトル 148 151 211 283 230 1,023
ポートランド 101 125 141 145 93 605
ホノルル 1,684 1,459 1,662 1,392 985 7,182















た。そこでとられた手段が「写真結婚」であった。表 2 や表 3 を見ての通り、
1915 年が頂点になっているが、その後も「写真花嫁」の数は増えている。
「「写真結婚婦人」呼び寄せ証明書」を発給した数は、1912 年から 1919 年まで















この結果、1902 年以来、毎年およそ 1 万人以上渡航していたハワイ移民は、
























Commission）の設立を規定した 44）。この委員会は、4 年間の研究の結果、42 巻に
及ぶ報告書で移民の制限的方策を勧告した。その勧告の一つは、1910 年法によ
れば「合衆国における外国人売春婦の国外退却処分」を規定したものであった 45）。




























ところが 1921 年法で、アメリカでは最初の移民割当法ができた。これは 1910
年の国勢調査に基づき、その年にアメリカに居住する外国生まれの外国人を、そ
の出生国別に分類し、その出生国人口の 3％にあたる数の移民をその国の割当数
とした。そして、総移民数を年間 35 万名に制限した。このことから、1921 年法
は「3％法」や「最初の割当法」とも呼ばれている。





































第 1 に、「日米紳士協定」である。これは、1907 年から 1908 年にかけて、日
米両国の政府間で合意された覚書で、アメリカへ行こうとしている日本人労働者
に対する旅券発給を日本政府が自主的に停止したものであった。「日本政府は再






2 回も施行された。「第一次外国人土地法」は 1913 年に成立された。この土地法




















サンフランシスコの総領事であった太田為吉が、1919 年 10 月 5 日付けの電報
で内田康哉外務大臣宛に「写真花嫁」への旅券発給を停止するよう要請した。そ




































12 月 8 日、その命を受けた幣原が、合衆国国務長官ランシングにその旨を伝
え、排日立法阻止を要請し、ランシングも「最善の努力を惜しまない」54）と幣原
に伝えた。そうして、日本政府は 1920 年 2 月以降の「写真花嫁」へ旅券発給を























52）前掲、（柳澤、2004 年 a）103 頁。
53）同書、103 頁。
54）同書、103 頁。
55）同書、103-104 頁。
56）ハワイでは 1924 年の「排日移民法」で日本人の移民が完全に禁止されるまで「写真花嫁」は続いて
いた。
当時の写真は今日のように気軽に撮れるものではなかったが、男性の帰国中の
経済損失のことや、相手がどのような人物か知る手段のことを考えると、最適の
方法であったと考えられる。
また、年代は前後するが、一世の頃には朝鮮半島の「写真花嫁」である「写真
新婦」、「観光花嫁」、二世の頃には「戦争花嫁」、ハワイの「戦争花嫁」である
「軍人花嫁」、戦後の「花嫁移民」といった「写真花嫁」と類似した事象もいくつ
か存在していた。
しかし、類似した事象のもとをたどれば、「写真花嫁」やお見合いに行きつく
と考えられるだろう。ただ、「観光花嫁」の資料が見つけられず、扱うことがで
きなかったのが残念ではあるが、これは今後の課題としていきたい。
日本人移民は公式な資料では 1868（明治元）年から始まったとされているが、
実は、それ以前より「漂流」という形で日本とハワイの交流はあった。幕末の漂
流民で代表的な人物は、ジョン萬次郎こと、中濱萬次郎である。
当時の日本は鎖国体制下であり、「漂民時代」に海外へ流れ着いた人々は犯罪
者であったが、萬次郎は日本の開国とハワイへの日本人移民を促すきっかけを作
った立役者となった。
その後、1868（明治元）年から正規の移民時代である元年者時代、国が契約す
る官約時代が始まったが、ハワイ革命が起こり官約移民が廃止になった。
それからは民間移民会社による私約時代がやってきた。1894 年の日清戦争に
より日本人の海外渡航は一時減少を見せたが、戦争の終結と共に特に北米への渡
航が活発になった。移民会社も続々と設立され、日本政府は「移民保護法」を公
布した。
その後、日本人移民が急増したため、北米やカナダにおいて次第に排日感情が
引き起こされるようになり、日本政府は両国への出稼ぎ労働者の旅券発行を一時
停止にした。また、ハワイ革命後のハワイはハワイ共和国となり、アメリカに併
合されることが決まっていた。そのため、アメリカ移民法により契約移民の禁止
が適用された。
契約移民が禁止になると、自由時代がやってきた。契約移民の禁止は、日本に
二つの効果をもたらした。それは東南アジアや中南米といった新たな移民先が登
場したということと、自由移民の増加であった。
1904 年頃からハワイ在留の日本人がアメリカの本土やカナダへ続々と転航し
たり、日本から直接自由渡航したりする者が多かった。
しかし、その後、1907（明治 40）年にハワイの日本人のアメリカ本土への転航
が禁止され、呼び寄せ時代を迎える。その背景にも、やはり日本人移民の増加が
関係していた。日本人移民の排斥運動が起きたからであった。「日米紳士協約」
により入国が認められた者は、既にアメリカ在住の移民の家族と帰米を希望する
再渡航者で、新規の移民は渡航できなくなった。
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その結果、日本人のハワイへの移民の流れは 1924 年の移民法によって完全に
日本人の移住が事実上不可能になるまで続いたが、移民の人口は減っていった。
その移民減少の打開策として、「写真花嫁」が誕生したのである。
ヨーロッパ圏のピクチャーブライドは、あまり問題になることはなかったが、
日本人や朝鮮半島の「写真花嫁」は、アメリカのメディアで批判された。それは、
西洋ではない文化圏、つまり、「東洋文化圏は遅れている」という偏見がもとも
とアメリカにあったということだけではなく、新聞などのメディアを利用して反
日感情を煽り、日本人を排斥しようとしていたからだろう。そして、「写真花嫁」
が日米の政治の材料としてかっこうの餌食となり、排日運動に利用され、1924
年の「排日移民法」で日本人移民が禁止されるきっかけになったといえる。
「写真花嫁」とは、日本の旧来の婚姻慣習を政治的に利用して移民を送り出し、
結果的にはアメリカにおいていっそうの排日世論をかき立てる遠因を作ってしま
った。それがその後の戦争にまで至る日米摩擦の一つの要因になったともいえる
のではないか。現代も人種や民族の偏見にもとづく排斥の空気が世界各地で見ら
れる。それに危機感を覚えずにいられない。
［さとう  ゆうか］
（指導：松枝到所員）
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